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*  本稿は、2009 年 9 月 18 日及び 2010 年 2 月 25 日の｢通商関係条約と税制｣研究会における報告をもとに






あり、（独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。   - 2 -
1  はじめに 
  相互協議とは、二国間租税条約に定められる締約国の権限ある当局による協議のことで




1、平成 20 事務年度(平成 20 年 7 月 1 日から
平成 21 年 6 月 30 日)においては 174 件の相互協議が発生しており、10 年前の約 4 倍の件










2  3 つの相互協議のタイプ 








  第二は、租税条約の適用又は解釈等に関する協議(解釈適用協議)である。OECD モデル租




                              
1   国税庁「平成 20 事務年度の『相互協議を伴う事前確認の状況(APA レポート)』について｣(平成 21
年 10 月) (http://www.nta.go.jp/kohyo/press/press/2009/sogo_kyogi/pdf/01.pdf) 
2   OECD モデル租税条約第 25 条第 1 項・第 2 項参照。   - 3 -
である






























                              
3   ｢解釈適用協議｣及び｢立法的解決協議｣の用語は、金子宏｢相互協議(権限ある当局間の協議および合
意)と国内的調整措置－移転価格税制に即しつつ－｣『所得課税の法と政策』(有斐閣・1996 年)390
頁に倣った。 
4   国税庁長官・平成 13 年 6 月 25 日官協 1－39 他｢相互協議の手続について(事務運営指針)｣(国税庁・
平成 13 年)  第 1  通則  2  相互協議の実施  (1)  参照。羽床正秀『国際課税問題と政府間協
議』(大蔵財務協会・平成 14 年)35 頁。 
5   池田義典｢相互協議を伴う事前確認の最近の動向｣租税研究 2009 年 4 月号 142 頁・151 頁は、近時は
新たな国々との相互協議が発生しており、そのような国々の中には先進国に比較し相互協議を巡る
土壌や環境が相当に異なっている国もあり、相互協議が難航する可能性が高い旨を指摘している。 
6   OECD モデル租税条約第 25 条第 5 項。当該仲裁条項は 2008 年の改訂において追加された。2008 年の
OECD モデル租税条約の改訂を解説するものとして、川端康之｢2008 年 OECD モデル租税条約－OECD


































                              
7   OECD モデル租税条約(2008 年 7 月)第 25 条コメンタリー¶14。 














  例えば、内国法人がその国外関連者に該当する外国法人に対して 80 である製品を販売
していたところ、他社は同様の製品を 100 で販売していたという事例を考えてみよう。国





















                              
9   法人税法 37 条 1 項、7 項及び 8 項。 
10   なお、原則として、国外関連者への寄附金は、その全額につき、損金算入することができない。租
























5  相互協議の申立権者 
  個別事案に係る相互協議は自己が居住者である締約国の権限のある当局に対して申立て
ることができる。ただし、国籍無差別条項の違反に関する相互協議の申立ては、自己が国
                              
11   羽床正秀『国際課税問題と政府間協議』(大蔵財務協会・2002 年)224 頁。高久隆太｢租税条約に基づ
く政府間協議(相互協議)手続について－米国における相互協議手続の研究と我が国における相互協
議手続の在り方に関する一考察－｣税務大学校論叢 23 号 391 頁(1993 年)、432 頁。なお、高久・432
頁は、移転価格税制導入前において移転価格課税に代わって行われた寄附金課税等については相互
協議の申立てが可能であるとする。 






13   大阪高判昭和 56 年 2 月 5 日行裁例集 32 巻 2 号 194 頁。 















して申立てることを要求しており、実施特例法省令第 12 条第 1 項も、｢居住者又は内国法
人で…相手国における居住者でないもの｣が個別事案に係る相互協議を申し立てることが
できる旨を規定している。実施特例法省令においては、｢居住者｣とは所得税法第 2 条第 1
項第 3 号に規定する｢居住者｣、すなわち、国内に住所を有し、又は現在まで引き続いて 1













立てを行うことができない。例えば、A 国法人の東京支店と B 国法人の C 国所在支店との
間の取引に関して、移転価格が問題となるようなケースである。この場合、納税者は日本
と C 国との権限ある当局による相互協議を行うことにより、東京支店と C 国支店との間の
独立当事者間価格の決定を望むことになろう。しかしながら、C 国でも日本と同様に本店





                              
15   OECD モデル租税条約第 25 条第 1 項。 
16   実施特例省令第 12 条、第 13 条。 



































                              
18   OECD・前掲注 8)第 25 条コメンタリー¶55 参照。双方の締約国内に恒久的施設を有する第三国の居
住者の事案について、OECD モデル租税条約第 25 条第 3 項後段の規定に基づく相互協議の可能性に
言及している。 
19   国税通則法第 75 条、第 77 条。 
20   行政事件訴訟法第 8 条第 1 項、第 14 条。 
21   相互協議を行う権限ある当局は、合意するように努力をする義務を課されているが、合意に達する





































                              
22   行政事件訴訟法第 7 条。 



















6-3-2  裁決の効力 










                              
24   南博方編『注釈行政事件訴訟法』(有斐閣・1974 年)312 頁〔阿部泰隆〕 
25   羽床・前掲注 12)48 頁。高久・前掲注 12)454 頁。大橋時昭｢相互協議を巡る諸問題－移転価格課税
に係る協議を中心として－｣税務大学校論叢 44 号 62 頁(2004 年)。 
26   南博方・高橋滋編『条解行政事件訴訟法(第 3 版)』(弘文堂・2006)540 頁〔東亜由美〕 
27   大橋・前掲注 26)65 頁。 





金子宏『租税法(第 15 版)』(弘文堂・2010 年)75 頁。そのため、もともと、租税の減免・不徴収に
ついての課税庁による裁量は、極めて限定されていることを考える必要があろう。 
29   不服審査基本通達(異議申立関係)102－2。農地買収計画に関する異議・訴願を棄却する決定・裁決
があったからといって、原処分庁が原処分を取消し得ない理由はないとするものとして、最判昭和

































                              
30   高久・前掲注 12)452 頁。 
31   異議決定の不可変更力に言及するものとして、志場喜徳郎ほか編『平成 19 年改訂国税通則法精解』
(大蔵財務協会・2007 年)859 頁〔伊藤義一〕。武田昌輔監修『DHC コンメンタール国税通則法』(第
一法規)4394 頁。 
32   高久・前掲注 12)454 頁。大橋・前掲 26)60 頁。高久・前掲注 12)454 頁は、｢相互協議における合意
は、租税条約又は法律としての性格を有するものではなく、個別事案に関する通達又は執行部門の
個々の事案に関する有権的解釈ないし判断としての性格を有するものと考えるべきであろう」とす







条約法条約第 31 条は、次のように規定している。 

























                              
33   谷口勢津夫『租税条約論』(清文社・1999 年)10 頁。 
34   谷口・前掲注 34)・12 頁。 


































                              
36   大橋・前掲注 26)76 頁。 
37   金子・前掲注 4)399 頁は、｢国内救済手続の結論と協議手続の結論との抵触を避けるため、不服審査
機関ないし裁判所に申し出て、国内救済手続の進行を協議手続の終了まで停止してもらうことが適
当な場合が多いであろう。｣とする。 









所・裁判所の裁量において手続きの進行を停止することに問題がないわけではない。   - 14 -
7  仲裁規定と国内租税法 


































                              
39   水野忠恒『国際課税の制度と理論』225 頁(有斐閣・2000 年、初出 1997 年)。増井良啓｢租税条約上






















                              
40   増井・前掲注 40)282 頁。 
41   増井・前掲注 40)282 頁は、租税法律主義の観点から、条約の解釈適用にあたり援用される実体規範
の明確性及び仲裁における手続保証の確保が必要であるとする。ただ、条約の実体規範が明確にさ
れたとしても、国内法規との抵触の問題は残ろう。 


















いか。   - 16 -








以   上  
 
 